
事業概要シート

≪

【事業の目的・概要・対象】

【背景】

187,142 千円

180,002 ≫千円

国庫支出金 2,149 千円
県支出金 139,784 千円
地方債 千円
その他 千円

一般財源 45,209 千円

担当課 こども政策課 課長 内野　一嗣

担当者 冨高　太一 問合せ先 0957-54-9100（内線170）

施策 0104 子育てと仕事の両立
≪≫の金額　現年度当初・補正予算、前年度繰越額の合計
　　　　　　※補正予算要求時は今回の補正予算額を除く
　　　　　　※次年度予算要求時は次年度繰越額を除く

事業名 待機児童解消緊急保育士確保事業 拡充 予算額

事業期間 平成２９年度 ～ 財
源
内
訳

根拠法令
要綱等

大村市保育士等就職祝金交付要綱、大村市保育士等就労支援事業補
助金交付要綱、子ども・子育て支援体制整備総合推進事業費国庫補
助金交付要綱、保育対策総合支援事業費補助金交付要綱、地方創生
推進交付金交付要綱

　平成29年4月1日に99人の待機児童が発生し、これまで教育・保育施設の新設や定員増、保育士確保に取り組
んだ結果、令和2年度から4月1日時点の待機児童数は0人となった。しかし、年度末にかけて待機児童が発生し
ており、令和4年度3月時点で潜在含め169人の待機児童が発生している。
　市内の施設では保育士が不足している現状があり、令和4年度から拡充した保育士等就職祝金及び新規創設
した保育士等継続応援金で既存の保育士を確保していくとともに、新たに保育士となる人材を増やし、待機児
童解消には更なる保育士確保対策を図る必要がある。

保育士の確保と現職の離職防止の事業を行う。
（１）保育士確保策
　　①保育士等就職祝金（市単独）H29～R9【拡充】
　　　保育所等に保育士等として就職する者に祝金を交
　　付する。
　　②保育士等就労支援事業（補助率：国1/2、市1/2）H29～
      保育士等の確保に関する取組（バスツアーなど）
　　を行う団体に補助を行う。

（２）保育士の離職防止策
　　①子育て支援員研修事業（補助率：国1/2、市1/2）H30～
　　　子育て支援の仕事に関心を持つ者に対し子育て支援員の研
　　修を年1回行う(1回定員50人)。
　　②保育補助雇上強化事業
　　（補助率：国3/4、県1/8、市1/8）H30～
　　　保育士の補助を行う保育士資格を持たない者（子育て支援
　　員研修受講者等）を雇う保育施設に補助を行う。
　　③保育体制強化事業（補助率：国1/2、県1/4、市1/4）H30～
　　　保育の支援（事務を含む。）を行う保育士資格を持たない
　　者を配置する保育施設に補助を行う。
　　④保育士継続応援給付事業（市単独）【新規】R5～
　　　保育所等に保育士として継続して勤務した者に対し、
　　　給付金を支給する。

【拡充】新たな保育士確保策
　「保育士試験受験対策講座の開催」
　○事業の目的
　　　子育て支援員の資格を有する市内在住者に対するフォローアップとし
　　て、保育士試験による保育士資格の取得を促進し、保育人材の確保によ
　　る待機児童の解消を図る。
　○事業概要
　　　保育士試験の合格に向けた試験受験対策講座を委託により開催し、市
　　内の保育施設に従事する子育て支援員の受講及び受験を促す。保育士試
　　験は例年2回（4月及び10月）に開催されるため、講座は2クール（定員は
　　各30名）実施する。
　○事業の対象
　　　市内の保育施設等に従事する子育て支援員
　○効果
　　　令和４年度に拡充した保育士等就職祝金及び新規創設した保育士等継
　　続応援金により、市外の保育士及び市内の潜在保育士の確保を図ってい
　　るが、加えて保育士試験受験対策講座を開催することで、市内から新た
　　な保育士を確保することが可能となるため、保育士不足による待機児童
　　の問題の早期改善を図ることができる。
　　　対象を市内の保育施設等に従事する子育て支援員とすることで、保育
　　士試験に合格し資格を取得した後も、引き続き市内の保育施設等に従事
　　することが期待される。

既に保育士資格を持つ人の確保策

R5年度拡

新たな保育士確保策

【保育士試験受験対策講座の開催】

保育士試験受験対策講座の開催

【充実したサポート】

科目別講座

実技対策

直前対策

新たな保育士の誕生

市内施設へ

就職

待機児童

の解消
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【活動指標】

①

②

【成果指標】

①

②

【予算・決算】（千円）

指標名 単位
Ｒ４

(実績)
Ｒ５

(計画)
Ｒ６

(計画)
Ｒ７

(計画)
Ｒ８

(計画)

保育士資格取得講座参加者数 計画値 人 60 60 60

計画値

指標名 単位
Ｒ４

(実績)
Ｒ５

(計画)
Ｒ６

(計画)
Ｒ７

(計画)
Ｒ８

(計画)

待機児童数（年度当初） 計画値 人 0 0 0

保育士資格取得者数 計画値 人 10 10 10

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 合計
事業費 122,950 135,884 180,002 187,142 187,142 187,142 1,000,262

国庫支出金 698 1,141 1,437 2,149 2,149 2,149 9,723
県支出金 88,574 106,662 138,976 139,784 139,784 139,784 753,564
地方債 0
その他 16,089 16,089

一般財源 17,589 28,081 39,589 45,209 45,209 45,209 220,886
人件費 6,801 21,684 22,142 22,142 22,142 22,142 117,054

職員(人) 0.87人 2.75人 2.95人 2.95人 2.95人 2.95人 15.42人
時間外勤務(h) 237h 843h 345h 345h 345h 345h 2460h
会計年度任用職員(人) 0.00人

フルコスト 129,751 157,568 202,144 209,284 209,284 209,284 1,117,316

妥当性
(市の関与)

地域における教育・保育環境の整備を推進し、充実した教育・保育サービスの提供を継続し
ていくためには、教育・保育施設等の保育士等確保は欠かすことができない。

有効性
(施策貢献度)

核家族化の進行や母親の就業が増加したことなどから、教育・保育施設等における教育・保
育ニーズは拡大しており、保育士等を確保し、教育・保育環境を整備することで保護者の就
労支援など母子保健・児童福祉の充実に大きな効果がある。

効率性
(コスト)

保育士等の確保は母子保健・児童福祉の充実のための施策であり、負担は妥当である。

1次評価 担当者意見のとおり

2次評価 １次評価のとおり


